
防衛省訓令第 号

防衛省の任期付隊員の採用手続等に関する訓令等の一

部を改正する訓令を次のように定める。

令和６年 月 日

防衛大臣 木原 稔

防衛省の任期付隊員の採用手続等に関する訓令等

の一部を改正する訓令

（防衛省の任期付隊員の採用手続等に関する訓令の一

部改正）

第１条 防衛省の任期付隊員の採用手続等に関する訓令

（平成１３年防衛庁訓令第６４号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付し

た部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の

下線を付した部分のように改め、改正後欄に掲げるそ

の標記部分に二重下線を付した規定で改正前欄にこれ

に対応するものを掲げていないものは、これを加える

。

（案）



改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲 第２条 この訓令において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号に定めると げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 ころによる。

⑴～⑶ ［略］ ⑴～⑶ ［同左］

⑷ 任免権者 任命権に関する訓令（昭 ⑷ 任免権者 任命権に関する訓令（昭

和36年防衛庁訓令第４号）第２章第１ 和36年防衛庁訓令第４号）第２章第１

節、第３章第１節及び第４章第１節の 節及び第４章第１節の規定により隊員

規定により隊員の任免を行う者並びに の任免を行う者並びに防衛装備庁長官

防衛装備庁長官をいう。 をいう。

（任期付隊員の募集手続） （任期付隊員の募集手続）

第４条 任期付隊員の採用は、機関等の長 第４条 任期付隊員の採用は、機関等の長

が、前条の規定による採用計画に基づき が、第３条の規定による採用計画に基づ

、公募又はこれに準じた方法により行わ き、公募又はこれに準じた方法により行

なければならいない。 わなければならいない。

（身体検査の適用除外等）

第４条の２ 任期付隊員である自衛官の採 ［条を加える。］

用のための身体検査にあっては、自衛官

等の採用のための身体検査に関する訓令

（昭和29年防衛庁訓令第14号）第２条及

び第４条の規定は適用しないものとする

。

２ 任期付隊員の採用のための身体検査は

、任期付隊員を選考するときに行うもの

とする。

３ 前項に規定する身体検査の基準につい

ては、人事教育局長が定めるものとする

。





備考 表中の［ ］の記載は注記である。



（選考による自衛官の採用の基準に関する訓令の一部

改正）

第２条 選考による自衛官の採用の基準に関する訓令（

平成２９年防衛省訓令第３４号）の一部を次のように

改正する。

次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付し

た部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の下線

を付した部分のように改め、改正後欄に掲げるその標

記部分に二重下線を付した規定で改正前欄にこれに対

応するものを掲げていないものは、これを加える。



改 正 後 改 正 前

（選考による自衛官の採用基準） （選考による自衛官の採用基準）

第２条 [略] 第２条 [同左]

２ [略] ２ [同左]

３ 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号 ［項を加える。］

）第３６条の２各項の規定により自衛官

を採用する場合には、前２項の規定によ

るほか、採用しようとする者の有する専

門的な知識経験、その者が従事する業務

の困難度等を考慮して、それぞれの階級

に採用するものとする。

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

階級 経過年数 階級 経過年数

[略] [略] [同左] [同左]

（注）この表において「経過年数」とは （注）この表において「経過年数」とは

、学校教育法（昭和２２年法律第２ 、学校教育法（昭和２２年法律第２

６号）の規定による大学（短期大学 ６号）の規定による大学（短期大学

を除く。）を卒業した時、独立行政 を除く。）を卒業した時、独立行政

法人大学改革支援・学位授与機構に 法人大学改革支援・学位授与機構に

より学位を授与された時、専修学校 より学位を授与された時又は同法の

の専門課程の修了者に対する専門士 規定による大学に相当する外国の学

及び高度専門士の称号の付与に関す 校を卒業した時以後の年数とする。

る規程（平成６年文部省告示第８４

号）第３条に規定する高度専門士の

称号が付与された時又は同法の規定

による大学に相当する外国の学校を

卒業した時以後の年数とする。

備考 表中の［ ］の記載は注記である。



附 則

この訓令は、令和６年１０月１日から施行する。


